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ら海域へ地形的・地質的に連続している（自然の
延長＊）範囲を主張するための客観的根拠です。こ
のため国の「地質の調査」を担う産総研は、「大陸
棚チーム」の中で経済産業省が担当した基盤岩採
取の海域調査やその試料の分析・解析を行いまし
た。またほかの関係機関とともに詳細な科学的根
拠に基づいて国連提出申請書の素案作成と、申請
後の国連での審査への対応に貢献しました。

今後の展開と産総研の役割
世界第６位の広さのEEZに加えて、国土の面積

の約80 %の延長大陸棚が今後わが国の管轄海域と
なります。地形と地質情報は国土の基本情報であ
り、海域においても早急に地質調査を進める必要
があります。また日本南方の海域は海底資源の賦

ふ

存
ぞん

が期待され、エネルギー資源やレアメタルなど
の獲得競争が激化するなかで、天然資源小国の日
本としては自国の資源賦存量を早急に調査し、将
来の開発への準備も同時に進める必要がありま
す。

産総研では、海洋地質図の整備とともに、これ
までに培った「地質の調査」の技術を用いて、EEZ
や延長大陸棚を含む海域において資源の確認やそ
の評価に資する地質情報の整備を加速することが
今後の重要な課題になると考えられます。

日本の大陸棚が拡大
日本の延長大陸棚申請の勧告を受領

経緯
1994年に「海洋法に関する国際連合条約」 が発

効し、沿岸国は海底および海底下の天然資源の開
発などの主権的権利をもつ「大陸棚」を、排他的経
済水域（EEZ）を越えて確保できることになりまし
た。わが国は延長大陸棚申請を2008年11月に提出
し、国連大陸棚限界委員会による勧告を2012年4
月に受領しました。この勧告は、1996年に日本政
府が条約を批准してから16年、延長大陸棚申請作
業加速のため省庁・各調査研究機関協同体制（「大
陸棚チーム」と呼ぶ）が強化されてから約8年の長
期にわたる調査と作業の成果です。勧告では、わ
が国からの74万 km2の申請海域に対し、延長大陸
棚として約31万 km2を認め、一部海域は審査が先
送りされました（図）。

産総研と延長大陸棚
「延長大陸棚」とは、条約の規定に従い、沿岸国

が科学的データと知見に基づいて作成した資料の
審査結果によって、その国の主権を有する海域が
200 海里を越えて延長できるという国際条約によ
る権益領域確定の枠組みに従って認められた海域
のことです。科学的知見に基づいて主権の及ぶ範
囲の拡大が実現するという歴史的に見て稀

け う

有な仕
組みといえます。この科学的データとは、領土か

図　国連大陸棚限界委員会の勧告で認められた延長大陸棚海域および、審査が先送
りされた海域図
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地球物理学を専門とし、海洋地
質やテクトニクスの調査研究に
従事してきました。近年の精密
海底地形計測の技術革新とデー
タの集積が進み、高分解能の海
底地形データから、既存の地質
情報の再解釈や多くの発見やひ
らめきを得ることができるよう
になりました。可視化技術を駆
使し、リアルでクールな３次元
海底地形・地質図を作品として
います。VR ゲーム世代の子供
にも、もちろん大人にも評判が
よく、国連での申請内容の説明
をするプレゼンテーションにも
役立ちました。
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